
社会保障
382,938
(33.2％)

地方交付税
交付金等
188,728
(16.4％)

防衛関係費
86,691
(7.5％)公共事業

60,858
(5.3％)

文教及び
科学振興
56,560
(4.9％)

その他
94,025
(8.2％)

債務償還費
176,693
(15.3％)

利払費等
105,485
(9.2％)

国債費
282,179
(24.5％)

一般歳出
681,071
(59.1％)

一般会計

歳出総額

1,151,978

(100.0％)

租税及び印紙収入

778,190

(67.6％)租

所得税
226,660
(19.7％)

法人税
192,450
(16.7％)

公債金
286,471
(24.9％)

消費税
249,080
(21.6％)

その他
110,000
(9.5％)

一般会計

歳入総額

1,151,978

(100.0％)

特例公債
218,561
(19.0％)

建設公債
67,910
(5.9％)

その他収入
87,318
(7.6％)

令和７年度一般会計予算 歳出・歳入の構成

（注１） 計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
（注２） 一般歳出における社会保障関係費の割合は56.2％。

※「一般歳出」とは、歳出総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いた経費のこと。
※「基礎的財政収支対象経費」（＝歳出総額のうち国債費の一部を除いた経費のこと。当年度

の政策的経費を表す指標）は、873,323（75.8％）

（単位：億円）

相続税 34,610（3.0％）
揮発油税 19,760（1.7％）
酒税 11,740（1.0％）
関税 9,890（0.9％）
たばこ税 9,530（0.8％）
石油石炭税 6,010（0.5％）
自動車重量税 4,070（0.4％）
電源開発促進税 3,070（0.3％）
その他の税収 1,020（0.1％）
印紙収入 10,300（0.9％）

食料安定供給関係費 12,609 （1.1％）

エネルギー対策費 8,111 （0.7％）

経済協力費 5,050 （0.4％）

中小企業対策費 1,695 （0.1％）

恩給関係費 623 （0.1％）

その他の事項経費 58,543 （5.1％）

予備費 7,395 （0.6％）

うち防衛力強化
のための対応

26,659
(2.3％)

一般会計歳出 一般会計歳入


